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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 (注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 第72期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。 

      回次   
第72期 

第２四半期 
連結累計期間 

第72期 
第２四半期 
連結会計期間 

第71期 

      会計期間   
自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

売上高 （百万円） 116,675 65,309 295,357 

経常利益 

又は経常損失(△) 
（百万円） △30 777 3,977 

四半期（当期）純利益 
又は四半期純損失(△) 

（百万円） △462 38 3,241 

純資産額 （百万円） － 47,761 49,091 

総資産額 （百万円） － 213,343 231,138 

１株当たり純資産額 （円） － 154.18 157.06 

１株当たり四半期（当期）純

利益又は四半期純損失(△) 
（円） △2.80 0.23 17.31 

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益 
（円） － 0.14 11.84 

自己資本比率 （％） － 21.8 20.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △1,412 － △14,197 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

（百万円） △119 － 354 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △4,168 － △7,546 

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高 
（百万円） － 27,144 32,889 

従業員数 （人） － 3,870 3,798 
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２【事業の内容】 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

３【関係会社の状況】 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数である。 

(2）提出会社の状況 

 (注) 従業員数は就業人員数である。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 3,870   

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 2,636   
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第２【事業の状況】 

     「第２ 事業の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産実績を定義することが困難であり、子会社が営

んでいる事業には受注生産形態をとっていない事業もあるため、グループとしての生産実績及び受注実績を示すこと

はできない。また、建設事業では請負形態を取っているため販売実績という定義は実態にそぐわない。このため、グ

ループ売上高の大部分を占める当社の情報を記載している。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高 

 (注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の表示額は、決算期末の外国為替相場に基づき海外工事の繰越工事高を修正したものであり

上段（ ）内は修正前である。 

(2) 受注工事高 

 (注) 当第２四半期会計期間に受注した主な工事は、次のとおりである。 

期別 区分 
期首繰越 
工事高 

（百万円） 

期中受注 
工事高 

（百万円） 

  
計 

（百万円） 

期中完成 
工事高 

（百万円） 

期末繰越 
工事高 

（百万円） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

土木工事 88,810 23,744 112,554 33,845 
(78,708)

79,138 

建築工事 148,183 71,554 219,737 61,512 
(158,224)

158,229 

合計 236,993 95,298 332,291 95,358 
(236,933)
237,367 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

土木工事 94,150 76,324 170,474 80,345 
(90,129)

88,810 

建築工事 117,571 178,798 296,370 148,183 
(148,187)

148,183 

合計 211,721 255,123 466,844 228,528 
(238,316)
236,993 

期別 区分 

国内 海外 
合計 
(Ｂ) 

（百万円） 官公庁 
（百万円） 

民間 
（百万円） 

(Ａ) 
（百万円） 

(Ａ)／(Ｂ) 
（％） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

土木工事 5,129 8,414 17 0.1 13,561 

建築工事 771 34,599 30 0.1 35,401 

計 5,900 43,013 48 0.1 48,962 

国土交通省 東京国際空港東側Ｏ誘導路地盤改良工事（その２） 

関西電力株式会社 嶺南変電所２７５ｋＶ配開改良工事に伴う土木工事 他 

三菱地所株式会社 パークハウス 木々 津田沼前原（（仮称）船橋前原西６丁
目計画新築工事（第１期：Ｃ街区）） 

小堀綜業株式会社 田町日工ビル建替工事 

大和システム株式会社・第一交通産業株式
会社 

（仮称）宮崎市神宮東１丁目マンション新築工事 
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(3) 完成工事高 

 (注) １ 当第２四半期会計期間に完成した主な工事は、次のとおりである。 

２ 当第２四半期会計期間において、完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

(4) 繰越工事高(平成20年９月30日現在) 

 (注) 繰越工事のうち主なものは、次のとおりである。 

期別 区分 

国内 海外 
合計 
(Ｂ) 

（百万円） 官公庁 
（百万円） 

民間 
（百万円） 

(Ａ) 
（百万円） 

(Ａ)／(Ｂ) 
（％） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

土木工事 9,161 8,089 1,604 8.5 18,855 

建築工事 350 33,234 52 0.2 33,637 

計 9,512 41,323 1,656 3.2 52,493 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構 

北陸幹（上・糸）、高峰Ｔ（西）外他２ 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器
研究機構 

高エネ研（東海）大強度陽子加速器施設ニュートリノ実験施
設（ターゲットステーション棟）新営その他工事 

京浜急行電鉄株式会社・大和ハウス工業株
式会社 

シティ能見台つどいの街九・十番館共同住宅新築工事 

東日本住宅株式会社・株式会社大京 トワイズ白井ステーションマークス新築工事 

財団法人脳神経疾患研究所 （仮称）南東北福島病院増築工事 

区分 

国内 海外 
合計 
(Ｂ) 

（百万円） 官公庁 
（百万円） 

民間 
（百万円） 

(Ａ) 
（百万円） 

(Ａ)／(Ｂ) 
（％） 

土木工事 46,531 26,270 6,336 8.0 79,138 

建築工事 3,259 154,934 35 0.0 158,229 

計 49,790 181,204 6,372 2.7 237,367 

独立行政法人水資源機構 大山ダム建設工事   平成25年３月完成予定 

首都高速道路株式会社 中央環状品川線シールドトンネル（北
行）工事 

  平成25年２月完成予定 

医療法人社団愛心会 （仮称）湘南鎌倉総合病院新築工事   平成22年７月完成予定 

藤和不動産株式会社 （仮称）東戸塚西口駅前タワー新築工事   平成21年３月完成予定 

スリランカ政府道路開発庁 ＡＤＢ南部高速道路建設工事   平成21年９月完成予定 
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２【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。 

  

(1）業績の状況  

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギーや原材料価格高などの影響により企業収益が減少

を続け、物価上昇の影響から個人消費も伸び悩む状況となった。また、海外経済の減速が明確化するなか、輸出や

生産が減少するなど、景気は後退色を強めながら推移した。 

 建設業界においては、民間設備投資及び住宅投資が横ばいとなり、公共投資は引続き低調であるため、依然とし

て厳しい経営環境が続いている。 

 このような状況にあって当社グループは、本年５月に策定した「中期経営計画（平成20～22年度）」に掲げる諸

施策に基づき、各社総力を挙げて業績の向上に努めた。 

 当社グループの当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高は653億円となった。 

 利益については、営業利益17億円、経常利益７億円、四半期純利益３千万円の計上となった。 

なお、建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事

高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

事業の種類別セグメントの業績（セグメント間取引相殺消去前）は次のとおりである。 

（建設事業） 

 売上高は651億円、営業利益は16億円となった。なお、当社の受注高は、489億円であった。 

（その他の事業） 

 主にサービス事業を中心とするその他の事業については、売上高は２億円、営業利益は３千万円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローは、未成

工事受入金が増加したものの、売上債権及び未成工事支出金の増加等により、133億円のマイナスとなった。投資活

動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収等により、１億円のプラスとなった。財務活動によるキャッシュ・

フローは、約定による借入金の返済により、16億円のマイナスとなった。 

 これらに換算差額による増減を含め、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度

末に比べ57億円（前連結会計年度末比17.5％）減少し、271億円となった。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当社グループは、お客様に信頼いただくことが「企業価値」であると認識し、本年５月に「中期経営計画（平成

20～22年度）」を策定した。本計画の推進により、当社の強みである「現場力」をさらに磨き、「誠実な営業」、

「誠実な施工」、「誠実なフォロー」を徹底し、「どこよりも信頼される誠実な企業」の実現を目指していく。 

 国内土木事業については、トンネル、シールド等の得意分野を一層強化するとともに、リニューアル分野や環

境、新エネルギーなどの新分野を早期に優位分野として確立することを目指していく。また、公共工事における

「総合評価落札方式」に対する本社主導の受注体制の導入、電力、鉄道及びモバイル等の民間工事における分野別

営業体制の強化など、戦略的受注・営業体制の構築を推し進めることにより受注拡大を図っていく。 

 国内建築事業については、量的拡大よりも確固たる収益基盤の構築を優先していく。継続的に発注いただいてい

るお客様との信頼関係のさらなる向上に重点を置き、市場別では核となる住宅市場に加え、生産・流通市場及び商

業・娯楽市場への営業活動を強化していく。また、建設資材の価格上昇に対するリスクをヘッジしつつ、品質向上

へ一層注力していく。 

 海外事業については、カントリーリスク及び為替変動リスクを考慮したうえで、安定的な収益が見込める事業構

造の構築を目指していく。 

 当社グループとしては、引続き「お客様に感動を」をスローガンとして掲げ、全社一丸となって本計画の達成に

取り組み、着実な成長と新たな進化を目指していく所存である。 

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億円である。 

2008/11/15 1:42:0308507377/株式会社熊谷組/四半期報告書/2008-09-30



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

 (注) １ 「提出日現在発行数」には、平成20年11月１日から当四半期報告書提出日までの優先株式の取得に伴い発行

した普通株式及び消却した優先株式は含まれていない。  

２ 第１回及び第２回第１種優先株式の概要は次のとおりである。 

(1) 優先配当金 

 剰余金の配当を行うときは、優先株主（登録株式質権者を含む。以下同じ。）に対し普通株主（登録株式

質権者を含む。以下同じ。）に先立ち、優先株式１株につき年50円を上限として、次の算式により計算され

る優先配当金を支払う。 

優先配当金 ＝ 払込金額（500円）×（日本円TIBOR（６ヶ月物）＋ 1.5％） 

 なお、ある事業年度において優先株主に対して行う金銭による剰余金の配当の額が優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない（非累積型）。また、優先株主に対しては、優先配

当金を超えて剰余金の配当は行わない（非参加型）。 

(2) 残余財産の分配 

 残余財産を分配するときは、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式１株につき500円を支払う。 

(3) 株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等 

 法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割を行わない。また、優先株主には募集株

式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

(4) 議決権 

 優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(5) 取得請求権 

 優先株主は、第１回第１種優先株式においては平成18年10月１日以降平成33年９月30日まで、第２回第１

種優先株式においては平成20年10月１日以降平成35年９月30日までの間(以下「取得請求期間」という。)、

いつでも次の条件で、その保有する優先株式を当社が取得するのと引換えに普通株式を交付することを請求

することができる。 

① 取得と引換えに交付する普通株式数の算定方法 

優先株式の取得と引換えに交付する普通株式数は、優先株主が取得請求のために提出した優先株式の払

込金額総額を取得価額で除して得られる数とする。 

② 当初取得価額 

当初取得価額は、200円とする。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 714,000,000 

第１回第１種優先株式 16,800,000 

第２回第１種優先株式 43,200,000 

計 774,000,000 

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 

（平成20年９月30日）

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 169,044,607 180,544,607 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
― 

第１回第１種優先株式 2,500,000 2,500,000 ― (注) ２ 

第２回第１種優先株式 39,200,000 39,200,000 ― (注) ２ 

計 210,744,607 222,244,607 ― ― 
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③ 取得価額の修正 

取得価額は、第１回第１種優先株式においては平成19年10月１日以降平成32年10月１日まで、第２回第

１種優先株式においては平成21年10月１日以降平成34年10月１日までの間、毎年10月１日（以下「取得価

額修正日」という。）における時価に修正されるものとする。当該時価が100円（以下「下限取得価額」

という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。また、当該時価が400円（以下

「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とする。但し、取得価額

が取得価額修正日までに下記④により調整された場合には、下限取得価額及び上限取得価額についても同

様の調整を行うものとする。 

 上記「時価」とは、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。  

④ 取得価額の調整 

優先株式発行後、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合や、株式の分割又は

無償割当てにより普通株式を発行又は処分する等の場合、取得価額を所定の算式により調整する。 

 また、合併、資本金の額の減少又は会社の分割等により取得価額の調整を必要とする場合には、取締役

会が適当と判断する価額に変更される。  

(6) 取得条項 

 取得請求期間の末日（以下「優先株式取得基準日」という。）が経過した場合には、取締役会の決議を経

て、当社の普通株式を交付するのと引換えに、優先株式を全て取得することができる。 

  優先株式の取得により交付する普通株式数は、優先株式１株の払込金額相当額を優先株式取得基準日の翌

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値の平均値で除して得られる数とする。但し、当該平均値が下限取得価額又は52円のいずれか高い金

額を下回るときは、優先株式１株の払込金額相当額を当該いずれか高い金額で除して得られる数とする。ま

た、当該平均値が上限取得価額を上回るときは、優先株式１株の払込金額相当額を上限取得価額で除して得

られる数とする。  

３ 第１回第１種優先株式の取得価額は、上記２(5)③により、平成20年10月１日より100円に修正された。 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 (注) １ 自己株式（第１回第１種優先株式）の消却による減少である。 

    ２ 平成20年10月１日から平成20年10月31日までの間に、第１回第１種優先株式2,300,000株の取得に伴う普通株

式11,500,000株の発行により、発行済株式総数が11,500,000株増加している。なお、当該優先株式は自己株式

として保有している。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成20年９月25日 

(注) １ 
△2,000,000 210,744,607 － 13,341 － － 
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（５）【大株主の状況】 

① 普通株式 

② 第１回第１種優先株式 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 7,198 4.26 

熊谷組取引先持株会 東京都新宿区津久戸町２番１号 7,120 4.21 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,913 3.50 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,490 3.25 

那須 功 埼玉県川口市 4,650 2.75 

土地興業株式会社 東京都新宿区袋町３番地 4,466 2.64 

熊谷組互助会 東京都新宿区津久戸町２番１号 3,883 2.30 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,823 2.26 

住友信託銀行株式会社 

(常任代理人 日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社) 

大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

（東京都中央区晴海１丁目８番11号） 
3,539 2.09 

ステート ストリート バンク アンド 

トラスト カンパニー 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 0210

1 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
3,501 2.07 

計 － 49,584 29.33 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

ドイチェ バンク アーゲー ロンド
ン ピービー ディーケーアール サウン

ド ショア フィッシャー 658 

(常任代理人 ドイツ証券株式会社)  

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM  

MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号） 
1,000 40.00 

ゴールドマン・サックス・インターナ
ショナル 

(常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券会社 東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K. 

（東京都港区六本木６丁目10番１号） 
700 28.00 

ビーエヌピー パリバ ロンドン ブラン

チ フォー ビーエヌピーピーピービ
ー ディクロアシストック 

(常任代理人 香港上海銀行 東京支
店 カストディ業務部) 

10 HAREWOOD AVENUE LONDON NWI 6AA 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
600 24.00 

バークレイズ バンク ピーエルシー バ

ークレイズ キャピタル セキュリティ
ーズ エスビーエル／ピービーアカウン

ト 

(常任代理人 スタンダード チャータ

ード銀行) 

1 CHURCHILL PLACE,LONDON E14 5HP,U.K. 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号） 
200 8.00 

計 － 2,500 100 
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③ 第２回第１種優先株式 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が57,000株（議決権57個）が

含まれている。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株、株主名簿上は当社名義となってい

るが実質的に所有していない株式が700株及び以下の自己保有株式並びに相互保有株式が含まれている。 

②【自己株式等】 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 39,200 100 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式   41,700,000 － 
「(1)株式の総数等」の「②発
行済株式」参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    1,787,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式    2,877,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  154,986,000 154,986 － 

単元未満株式 普通株式    9,394,607 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数             210,744,607  － － 

総株主の議決権 － 154,986 － 

自己保有株式 株式会社熊谷組 278株

相互保有株式 株式会社前田工務店 181株

  笹島建設株式会社 17株

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）          

株式会社熊谷組 
福井県福井市中央２丁目
６番８号 

1,787,000 － 1,787,000 1.06 

（相互保有株式）          

株式会社前田工務店 
東京都江東区枝川２丁目

３番４号 
27,000 － 27,000 0.02 

笹島建設株式会社 
東京都港区南青山２丁目

22番３号 
2,400,000 － 2,400,000 1.42 

共栄機械工事株式会社 
神奈川県鎌倉市岩瀬１丁

目21番７号 
450,000 － 450,000 0.27 

計 － 4,664,000 － 4,664,000 2.76 
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２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

 役職の異動 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 108 122 120 107 99 66 

最低(円) 92 96 107 96 54 43 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

常務執行役員 

土木事業本部副本部長 

土木事業本部営業部総括

部長 

機材部担当 

常務取締役

常務執行役員 

土木事業本部副本部長 

土木事業本部営業部総括

部長 

  

石 垣 和 男 平成20年９月１日
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第５【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建

設省令第14号）に準じて記載している。 

  なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書により、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 27,145 32,903

受取手形・完成工事未収入金等 100,149 123,522

未成工事支出金 22,571 7,812

繰延税金資産 3,162 3,224

その他 15,022 17,859

貸倒引当金 △915 △1,127

流動資産合計 167,135 184,195

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  2,911 ※1  3,003

土地 10,275 10,276

その他（純額） ※1  1,292 ※1  1,115

有形固定資産計 14,479 14,395

無形固定資産 1,132 1,215

投資その他の資産   

投資有価証券 14,989 15,275

繰延税金資産 9,034 8,775

その他 10,627 10,982

貸倒引当金 △4,054 △3,700

投資その他の資産計 30,597 31,332

固定資産合計 46,208 46,943

資産合計 213,343 231,138

2008/11/18 14:15:4308507377_株式会社熊谷組_第２四半期報告書



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 73,907 94,966

短期借入金 27,426 28,880

未成工事受入金 19,884 11,082

完成工事補償引当金 395 444

工事損失引当金 1,149 1,178

賞与引当金 1,607 1,694

その他 16,747 18,020

流動負債合計 141,117 156,267

固定負債   

長期借入金 6,195 8,176

退職給付引当金 18,193 17,552

その他 76 50

固定負債合計 24,464 25,779

負債合計 165,582 182,046

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,341 13,341

資本剰余金 7,901 7,909

利益剰余金 24,399 25,588

自己株式 △528 △530

株主資本合計 45,114 46,308

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,357 1,416

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 6 8

評価・換算差額等合計 1,364 1,425

少数株主持分 1,282 1,357

純資産合計 47,761 49,091

負債純資産合計 213,343 231,138
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

完成工事高 116,675

完成工事原価 108,944

完成工事総利益 7,730

販売費及び一般管理費 ※1  7,105

営業利益 624

営業外収益  

受取利息 116

受取配当金 57

その他 59

営業外収益合計 232

営業外費用  

支払利息 491

為替差損 231

その他 165

営業外費用合計 888

経常損失（△） △30

特別利益  

前期損益修正益 617

その他 56

特別利益合計 674

特別損失  

前期損益修正損 521

貸倒引当金繰入額 467

その他 52

特別損失合計 1,040

税金等調整前四半期純損失（△） △396

法人税、住民税及び事業税 311

法人税等調整額 △172

法人税等合計 139

少数株主損失（△） △73

四半期純損失（△） △462
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

完成工事高 65,309

完成工事原価 60,112

完成工事総利益 5,196

販売費及び一般管理費 ※1  3,464

営業利益 1,732

営業外収益  

受取利息 64

受取配当金 0

その他 30

営業外収益合計 95

営業外費用  

支払利息 251

為替差損 709

その他 88

営業外費用合計 1,050

経常利益 777

特別利益  

前期損益修正益 171

その他 48

特別利益合計 219

特別損失  

前期損益修正損 447

貸倒引当金繰入額 276

その他 46

特別損失合計 770

税金等調整前四半期純利益 226

法人税、住民税及び事業税 228

法人税等調整額 △8

法人税等合計 220

少数株主損失（△） △31

四半期純利益 38

2008/11/18 14:15:4308507377_株式会社熊谷組_第２四半期報告書



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △396

減価償却費 542

貸倒引当金の増減額（△は減少） 142

退職給付引当金の増減額（△は減少） 641

受取利息及び受取配当金 △173

支払利息 491

為替差損益（△は益） 37

持分法による投資損益（△は益） 82

売上債権の増減額（△は増加） 23,371

未成工事支出金の増減額（△は増加） △14,758

仕入債務の増減額（△は減少） △21,056

未成工事受入金の増減額（△は減少） 8,803

その他 1,591

小計 △680

利息及び配当金の受取額 171

利息の支払額 △479

法人税等の支払額 △424

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,412

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △485

有形固定資産の売却による収入 18

投資有価証券の取得による支出 △10

投資有価証券の売却による収入 84

貸付けによる支出 △329

貸付金の回収による収入 307

その他 296

投資活動によるキャッシュ・フロー △119

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △468

長期借入金の返済による支出 △2,966

配当金の支払額 △726

その他 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,168

現金及び現金同等物に係る換算差額 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,744

現金及び現金同等物の期首残高 32,889

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  27,144
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【簡便な会計処理】 

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１ 一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 一般債権の貸倒実績率が前連結会計年度

の連結財務諸表の作成において使用した貸

倒実績率と著しく変動していないと考えら

れるため、前連結会計年度末決算において

算定した貸倒実績率を使用して算定してい

る。 

２ 繰延税金資産の回収可能

性の判断 

 業績の著しい好転又は悪化、その他経営

環境に著しい変化が生じておらず、かつ、

一時差異等の発生状況について前連結会計

年度末から大幅な変動がないと認められる

ため、前連結会計年度末の検討において使

用した将来の業績予測を利用している。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額    22,805百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  22,548百万円 

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

(1) 借入金保証 

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
67百万円

(1) 借入金保証 

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
67百万円

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

㈱モリモト 137百万円

章栄不動産㈱ 128  

その他２社 104  

計 370  

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

章栄不動産㈱ 176百万円

㈱マリモ 41  

その他３社 32  

計 250  
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（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 3,090百万円

退職給付費用 394  

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 1,535百万円

退職給付費用 210  

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） 

現金預金勘定 27,145百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△0  

現金及び現金同等物 27,144  
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（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至 

平成20年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

   普通株式        169,044千株 

  第１回第１種優先株式    2,500千株 

  第２回第１種優先株式   39,200千株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数 

  普通株式          2,818千株 

  

３ 配当に関する事項 

    配当金支払額  

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 (円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 243 1.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 

平成20年６月27日 

定時株主総会 

第１回第１

種優先株式 
49 11.05 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 

平成20年６月27日 

定時株主総会 

第２回第１

種優先株式 
433 11.05 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、記載を省略した。 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 (注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類等を勘案して区分している。 

 ２ 各区分に属する主要な事業の内容 

   建設事業  ：土木、建築その他建設工事全般に関する事業 

    その他の事業：技術商品提供事業、サービス事業他 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略した。 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略した。 

  
建設事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

 売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 116,369 305 116,675 － 116,675 

(2）

 

セグメント間の内部売上高又は 

振替高 
－ 239 239 (239) － 

  計 116,369 545 116,914 (239) 116,675 

 営業利益 550 67 617 7 624 
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（１株当たり情報） 

１ １株当たり純資産額 

 (注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

２ １株当たり四半期純利益及び四半期純損失 

 (注) １ 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。 

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりである。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 154.18円 １株当たり純資産額 157.06円

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

 純資産の部の合計額 (百万円) 47,761 49,091 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 22,132 23,690 

（うち第１回第１種優先株式） (百万円) (1,250) (2,250) 

（うち第２回第１種優先株式） (百万円) (19,600) (19,600) 

（うち優先株式配当額） (百万円) － (482) 

（うち少数株主持分） (百万円) (1,282) (1,357) 

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連
結会計年度末）の純資産額 

(百万円) 25,628 25,401 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期連結会計期間末（連結会計年度末）の
普通株式の数 

(千株) 166,226 161,721 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純損失 2.80円 １株当たり四半期純利益 0.23円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 0.14円

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失     

 四半期純利益又は四半期純損失(△) (百万円) △462 38 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 

 普通株式に係る四半期純利益又は四半期純

損失(△) 
(百万円) △462 38 

 普通株式の期中平均株式数 (千株) 164,701 166,305 

        

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益        

 四半期純利益調整額  (百万円) － － 

 普通株式増加数 (千株) － 103,924 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

第１回第１種優先株式2,500

千株及び第２回第１種優先株

式39,200千株。これらの概要

は「株式等の状況」に記載の
とおり。  

－ 
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２【その他】 

 該当事項なし。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月14日

株式会社熊谷組 

取締役会 御中 

仰星監査法人 

 
代表社員
業務執行社員  

公認会計士 中 島 次 郎  ㊞ 

 
代表社員
業務執行社員  

公認会計士 神 山 俊 一  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社熊谷組

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社熊谷組及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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